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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第61期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第60期

会計期間

自平成22年
２月１日
至平成22年
４月30日

自平成23年
２月１日
至平成23年
４月30日

自平成22年
２月１日
至平成23年
１月31日

売上高（千円） 370,598 361,5031,602,470

経常利益又は経常損失（△）（千円） 2,714 10,710△187,868

四半期純利益又は四半期（当期）純損失（△）（千円） △57,699 7,604 △433,107

純資産額（千円） 4,252,9823,832,9393,828,157

総資産額（千円） 5,356,8564,785,4404,785,922

１株当たり純資産額（円） 632.84 570.73 569.76

１株当たり四半期純利益又は四半期（当期）純損失金額

（△）（円）
△8.74 1.15 △65.58

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 78.0 78.8 78.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△82,646 △56,153△482,283

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
473,329 25,198 589,317

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△32 △738 △170

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 1,194,313859,768 888,755

従業員数（人） 692 705 562

  （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

        ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

  当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

  当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年４月30日現在

従業員数（人） 705     

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

　　　　２．従業員数が前期末に比して143名増加いたしましたのは、生産体制拡充に伴う連結子会社（珠海富田電子有限公

司）の人員採用によるものであります。　

 

(2）提出会社の状況

 平成23年４月30日現在

従業員数（人） 60     

　（注）従業員数は就業人員であります。

EDINET提出書類

トミタ電機株式会社(E02016)

四半期報告書

 3/22



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、同一セグメントに属する電子部品材料の製造、販売を行っており、当該

事業以外に事業の種類がないため、製品別に記載しております。

　当第１四半期連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。

区分 金額（千円） 前年同四半期比（％）　

フェライトコア 262,458 89.5

コイル・トランス 92,119 104.7

その他　 － －

合計 354,578 93.0

　（注）１．金額は、販売価格で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

  当社グループ（当社及び連結子会社）は、同一セグメントに属する電子部品材料の製造、販売を行っており、当該

事業以外に事業の種類がないため、製品別に記載しております。

　当第１四半期連結会計期間における受注状況は、次のとおりであります。

区分 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

フェライトコア 264,333 95.6 67,085 121.0

コイル・トランス 99,145 107.7 19,650 83.5

その他 1,018 21.6 － －

合計 364,497 97.6 86,735 109.8

　（注）１．金額は、販売価格で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当社グループ(当社及び連結子会社)は、同一セグメントに属する電子部品材料の製造、販売を行っており、当該事

業以外に事業の種類がないため、製品別に記載しております。

　当第１四半期連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。

区分 金額（千円） 前年同四半期比（％）

フェライトコア 268,365 94.2

コイル・トランス 92,119 113.8

その他 1,018 21.6

合計 361,503 97.5

　（注）１．金額は、販売価格で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 　   また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間における世界経済といたしましては、北アフリカ・中東の政情不安に伴う原油価格高

騰やユーロ圏での財政問題などがありましたが、アジアや中南米での好調な景気の持続により全体としては、緩や

かな回復基調で推移しました。

　一方、我が国経済におきましては、自動車・設備投資関連の復調が期待されていた矢先の3月11日に発生した東日

本大震災により、今後の予想が困難な、予断が許されない状況が続いております。

　当電子部品業界は世界市場全体での需給調整も落ち着き、回復基調で推移して行くものと期待しておりましたが、

震災の影響で東北地方での電子部品の生産停滞、さらに関東地方での電力供給制限など、先行き不透明な状況と

なっております。

　この様な市場環境の中で当社グループは、小型フェライトコア並びにコイル・トランス製品を中心とした拡販活

動を国内外市場で積極的に展開いたしました。また、徹底した製造原価並びに経費削減を図り、前年に実施した組織

再構築効果の最大化に努めました。なお、当社は幸いにも、資材調達・生産設備・人的関係におきまして今回の震災

の被害を直接的に受けることなく平常通り事業を遂行しております。

第１四半期連結会計期間の売上高は３億６千１百万円（前年同期比２.５％の減少）となりました。内訳といた

しましては、コイル・トランス販売は国内市場向けが回復し、若干ではありますが増加となりました。フェライトコ

ア販売は、国内市場ではほぼ前年並みの水準で推移しましたが、海外でも前年並みの販売状況ではあったものの、昨

年に比べると１０円の円高となった為に日本円換算後の金額では大きく目減りし、売上高全体としては前年を下回

る結果となりました。

  損益面では、中国における人件費・経費の増加により営業損失は４千２百万円（前年第１四半期は６千９百万円

の営業損失）となりました。営業外収益における投資有価証券評価益の計上等により経常利益は１千万円（前年第

１四半期は２百万円の経常利益）、特別損失における投資有価証券売却損の発生等により四半期純利益は７百万円

（前年第１四半期は５千７百万円の四半期純損失）となりました。

　 

(2) 財政状態の分析　

  当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて０百万円減少し、４７億８千５百

万円となりました。このうち、流動資産は２０億７百万円、固定資産は２７億７千８百万円となりました。　

  当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて５百万円減少し、９億５千２百万

円となりました。このうち、流動負債は２億３百万円、固定負債は７億４千９百万円となりました。　　　　　　　　　　　

  当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて４百万円増加し、３８億３千２

百万円となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

２千８百万円減少し、８億５千９百万円（前年第１四半期末残高は１１億９千４百万円）となりました。

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によって使用した資金は、５千６百万円（前年第１四半期は８千２百万円の減少）となりました。これ

は主に、売上債権及びたな卸資産の増加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によって得られた資金は、２千５百万円（前年第１四半期は４億７千３百万円の増加）となりました。

これは主に、投資有価証券の売却収入によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によって使用した資金、０百万円（前年第１四半期は０百万円の減少）となりました。これはリース債

務の返済支出によるものであります。
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１千万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

  当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年６月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,169,793 8,169,793

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

 1,000株

計 8,169,793 8,169,793 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年４月27日 － 8,169,793－ 1,966,818△332,5351,733,491

(注)資本準備金の減少は欠損填補によるものであります。　

 

（６）【大株主の状況】

  大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成23年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式1,566,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式6,561,000 6,561 －

単元未満株式 普通株式   42,793 －
１単元(1,000株)未

満の株式

発行済株式総数 8,169,793 － －

総株主の議決権 － 6,561 －

　

②【自己株式等】

 平成23年１月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

トミタ電機株式会社
鳥取県鳥取市幸町

123番地
1,566,000 － 1,566,000 19.17

計 － 1,566,000 － 1,566,000 19.17
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成23年２月 ３月 ４月

最高（円） 119 120 122

最低（円） 88 54 86

　（注）　大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）における最高・最低株価を記載しております。

３【役員の状況】

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成23年２月１日から平成23年４月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年２月１日から

平成23年４月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成22年２月１日から平

成22年４月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成23年２月１日から平成23年４月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成23年２月１日から平成23年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 859,768 888,755

受取手形及び売掛金 ※2
 422,232 385,008

有価証券 4,975 4,972

商品及び製品 197,646 209,831

仕掛品 200,392 179,683

原材料及び貯蔵品 191,987 180,590

その他 130,513 165,458

貸倒引当金 △264 △251

流動資産合計 2,007,253 2,014,048

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 339,332 333,573

機械装置及び運搬具（純額） 96,178 102,879

土地 1,766,275 1,766,275

リース資産（純額） 10,064 －

その他（純額） 26,148 26,762

有形固定資産合計 ※1
 2,237,998

※1
 2,229,491

無形固定資産 39,067 39,152

投資その他の資産

投資有価証券 497,082 499,096

長期前払費用 3,762 3,856

その他 638 638

貸倒引当金 △362 △362

投資その他の資産合計 501,120 503,229

固定資産合計 2,778,187 2,771,873

資産合計 4,785,440 4,785,922
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 104,888 111,086

未払法人税等 3,187 8,929

未払費用 58,215 45,173

その他 36,868 25,993

流動負債合計 203,160 191,182

固定負債

繰延税金負債 26,258 32,507

再評価に係る繰延税金負債 271,652 271,652

退職給付引当金 209,058 221,696

役員退職慰労引当金 212,033 220,384

その他 30,337 20,340

固定負債合計 749,340 766,581

負債合計 952,500 957,764

純資産の部

株主資本

資本金 1,966,818 1,966,818

資本剰余金 1,733,491 2,066,026

利益剰余金 139,444 △200,696

自己株式 △226,266 △226,266

株主資本合計 3,613,488 3,605,883

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △17,007 △3,989

土地再評価差額金 244,829 244,829

為替換算調整勘定 △72,597 △84,454

評価・換算差額等合計 155,224 156,385

少数株主持分 64,226 65,888

純資産合計 3,832,939 3,828,157

負債純資産合計 4,785,440 4,785,922
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年２月１日
　至　平成22年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年２月１日
　至　平成23年４月30日)

売上高 370,598 361,503

売上原価 319,155 300,347

売上総利益 51,442 61,156

販売費及び一般管理費 ※
 121,434

※
 103,984

営業損失（△） △69,992 △42,828

営業外収益

受取利息 7,550 7,883

受取配当金 377 755

投資有価証券評価益 42,315 28,820

為替差益 9,898 3,714

受取賃貸料 － 12,740

雑収入 14,003 967

営業外収益合計 74,145 54,880

営業外費用

雑損失 1,438 1,341

営業外費用合計 1,438 1,341

経常利益 2,714 10,710

特別利益

投資有価証券売却益 27,855 －

貸倒引当金戻入額 5 －

退職給付引当金戻入額 4,210 －

役員退職慰労引当金戻入額 1,450 －

特別利益合計 33,521 －

特別損失

固定資産除却損 － 18

投資有価証券売却損 95,416 4,837

特別損失合計 95,416 4,855

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△59,181 5,855

法人税、住民税及び事業税 1,276 1,276

少数株主損益調整前四半期純利益 － 4,578

少数株主損失（△） △2,758 △3,026

四半期純利益又は四半期純損失（△） △57,699 7,604
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年２月１日
　至　平成22年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年２月１日
　至　平成23年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△59,181 5,855

減価償却費 29,162 24,097

長期前払費用償却額 94 94

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7 12

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,573 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △38,790 △12,637

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,410 △8,351

受取利息及び受取配当金 △7,927 △8,638

為替差損益（△は益） △4,084 △814

投資有価証券売却損益（△は益） 67,561 4,837

投資有価証券評価損益（△は益） △42,315 △28,820

売上債権の増減額（△は増加） 4,810 △35,218

たな卸資産の増減額（△は増加） △16,150 △14,656

その他の流動資産の増減額（△は増加） 9,284 △41

仕入債務の増減額（△は減少） △23,714 △7,163

その他の流動負債の増減額（△は減少） △12,959 22,026

その他の固定負債の増減額（△は減少） △441 △276

小計 △84,661 △59,695

利息及び配当金の受取額 7,121 8,648

法人税等の支払額 △5,107 △5,107

営業活動によるキャッシュ・フロー △82,646 △56,153

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6,760 △17,582

有形固定資産の売却による収入 － 143

投資有価証券の売却による収入 480,090 42,637

投資活動によるキャッシュ・フロー 473,329 25,198

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △32 －

リース債務の返済による支出 － △738

財務活動によるキャッシュ・フロー △32 △738

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,204 2,707

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 391,855 △28,986

現金及び現金同等物の期首残高 802,457 888,755

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,194,313

※
 859,768
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 (1)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用　

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し

ております。

　なお、これによる損益に与える影響はありません。

(2)「企業結合に関する会計基準」等の適用

　 当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会

計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企

業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」

の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26日）、「持分法に関す

る会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）及び「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しております。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

（四半期連結損益計算書）

１．前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりました「受取賃貸料」は、営業

外収益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することといたしました。

　なお、前第１四半期連結累計期間の営業外収益の「雑収入」に含まれる「受取賃貸料」は12,740千円であります。

　

２．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

１四半期連結累計期間では「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

１．たな卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定す

る方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予算を策定し

ているため、当該予算に基づく年間償却予定額を期間按分して算定しており

ます。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第１四半期連結会計期間（自　平成23年２月１日　至　平成23年４月30日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年４月30日）

前連結会計年度末
（平成23年１月31日）

※１有形固定資産の減価償却累計額は、4,823,341千円であ

ります。

※１有形固定資産の減価償却累計額は、4,803,922千円であ

ります。

※２四半期連結会計期間末日満期手形

　　　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日で

あったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末残高に含まれております。

２　       　            ───

受取手形 10,680千円

　

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

※販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

※販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

荷造運賃 13,112千円

支払手数料 18,692千円

役員報酬 6,261千円

給料 38,296千円

賞与 4,258千円

賞与引当金繰入額 2,310千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,860千円

法定福利費 3,695千円

減価償却費 5,200千円

荷造運賃 16,606千円

支払手数料 8,995千円

役員報酬 6,302千円

給料 30,990千円

賞与 3,805千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,953千円

法定福利費 2,131千円

減価償却費 5,363千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,194,313千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金等 －千円

現金及び現金同等物 1,194,313千円

　

現金及び預金勘定 859,768千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金等 －千円

現金及び現金同等物 859,768千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成23年４月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成23年２月１日　至　

平成23年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  8,169,793株 　

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  1,566,486株 　

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

該当事項はありません。　

 

（2）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末後

となるもの

該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成22年２月１日　至平成22年４月30日）

　当社グループは、同一セグメントに属する電子部品材料の製造、販売を行っており、当該事業以外に事業の種類

がないため、該当事項はありません。

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

項目 日本（千円）
東アジア
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1)外部顧客に対する売上高 252,708 117,889 370,598 － 370,598

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
85,041 124,465 209,507 (209,507) －

計 337,750 242,355 580,105 (209,507)370,598

営業損失 30,448 37,994 68,442 1,549 69,992

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　　２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　　　　東アジア………香港、中国　

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成22年２月１日　至平成22年４月30日）

 東アジア その他 計

海外売上高（千円） 178,442 11,131 189,573

連結売上高（千円） － － 370,598

海外売上高の連結売上高に占める

割合（％）
48.1 3.0 51.2

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

東アジア…………中国、香港、台湾、タイ、シンガポール、マレーシア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

当第１四半期連結会計期間（自平成23年２月１日　至平成23年４月30日）

　当社グループは、電子部品材料事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（追加情報）　

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年

３月21日）を適用しております。　

　

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年４月30日）

前連結会計年度末
（平成23年１月31日）

１株当たり純資産額 570.73円 １株当たり純資産額 569.76円

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△)　 △8.74円 １株当たり四半期純利益金額 1.15円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額         

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △57,699 7,604

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△57,699 7,604

普通株式の期中平均株式数（株） 6,605,067 6,603,307

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

 

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成21年１月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結

会計年度末に比べて著しい変動がありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年６月14日

トミタ電機株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 寺澤  　豊　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　操司　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトミタ電機株式会社

の平成22年２月１日から平成23年１月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年２月１日から平成22

年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トミタ電機株式会社及び連結子会社の平成22年４月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。

EDINET提出書類

トミタ電機株式会社(E02016)

四半期報告書

21/22



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年６月14日

トミタ電機株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　操司　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柴田　芳宏　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトミタ電機株式会社

の平成23年２月１日から平成24年１月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年２月１日から平成23

年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年２月１日から平成23年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トミタ電機株式会社及び連結子会社の平成23年４月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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